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第１章 計画策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 

 我が国の高齢化率は、主に少子化の進行と高齢者の死亡率の低下によって年々上昇し、

平成27年の国勢調査では26.6％と、調査開始以来過去最高の割合となっています。平

均寿命は平成22年には男性79.55歳、女性86.30歳であったものが、平成27年には

男性80.75歳、女性 86.99歳と、男女ともに80歳を超え、今後も延びていくものと見

込まれています。 

一方で、日常生活に制限のない期間である健康寿命は平均寿命の延びに比べて小さいこ

とや、要介護認定者が年々増加していること、団塊の世代が後期高齢者となる2025年に

は高齢者の約5人に1人が認知症になると推計されていることなど、高齢者の健康や福祉

に関わる課題は山積しています。 

加東市においても、高齢化率や高齢者世帯数が増加しており、今後さらに支援を必要と

する高齢者が増加することが予想されます。 

このような中で、住民の方の最も身近な行政機関であり、介護保険の保険者である市に

おいては、高齢者をはじめとした住民の方が、可能な限り長い期間自立して生活できるよ

う支援したり重度化を予防したりすることや、介護が必要な状態になっても住み慣れた地

域で安心して暮らすことのできる環境を整えていくことが、今までに増して重要となって

います。 

また国では、平成29年 5月に「地域包括ケアシステムを強化するための介護保険法等

の一部を改正する法律」（以下「改正法」といいます）が成立しました。改正法では、地

域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の

強化等の取組みの推進、医療・介護の連携の推進、地域共生社会の実現に向けた取組みの

推進などの内容が盛り込まれています。 

こういった状況から、改正法の趣旨を踏まえつつ、市がこれまで取り組んできた施策や、

築いてきた地域とのつながりをさらに強化し、地域の住民の方や関係機関等とより連携し

ながら各種施策を進めていくための、「加東市高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業

計画」（以下「本計画」といいます）を策定しました。 

本計画では、2025年に向けた中長期の視点を持ちながら、今後3年間の高齢者の福祉

や介護保険事業についての具体的内容を定めています。 
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２ 改正法の概要 

 平成 29年 5月 26日に成立、同年6月2日に公布された「地域包括ケアシステムを

強化するための介護保険法等の一部を改正する法律」の主な内容は次のとおりです。 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 １  自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進 

 ２  医療・介護の連携の推進等 

 ３  地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

 １  ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割へ 

 ２  介護納付金への総報酬割の導入 

３ 計画の位置付け 

 本計画は、老人福祉法第20条の8の規定に基づく介護老人福祉計画および介護保険法

第117条第1項の規定に基づく介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

 また、本計画は、「加東市総合計画」を上位計画とし、他の行政部門計画である「加東

市地域福祉計画」「加東市障害者基本計画及び障害福祉計画」「加東市健康増進計画」「加

東市人権尊重のまちづくり基本計画」などとの整合性を図るとともに、兵庫県の「兵庫県

老人福祉計画（第７期介護保険事業支援計画）」に即して策定しました。 
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４ 計画の期間 

 計画の期間は、平成30年度（2018年度）から平成32年度（2020年度）の3年間

です。 

 本計画は、団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向け、これまでの計画で構築して

きた地域包括ケアシステムを、深化・推進するものであるため、中長期的な視点で施策の

展開を図ります。 

５ 計画の策定方法 

（１）アンケート調査の実施 

  一般高齢者や要介護認定者、その介護者の状況やニーズを把握するために、以下のア

ンケートを実施しました。 

   〇加東市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画見直しのためのアンケート調査 

   〇在宅介護実態調査 

（２）団体ヒアリングの開催 

  高齢者の福祉等に関わる団体を対象に、本計画の策定に向けたヒアリングを開催し、

それぞれの立場における意見や要望の把握を行いました。 

（３）策定委員会での検討 

  学識経験者や保健・医療・福祉関係者等から構成される「加東市高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画策定委員会」を開催し、計画内容についての検討を行いました。 

（４）パブリックコメントの実施 

  計画に対する市民の意見を募集するために、平成●年●月●日から平成●年●月●日

にかけて、パブリックコメントを行いました。 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度 Ｈ34年度 Ｈ35年度 Ｈ36年度 Ｈ37年度 Ｈ38年度

加東市高齢者保健福祉計画

・第６期介護保険事業計画

加東市高齢者保健福祉計画

・第７期介護保険事業計画

加東市高齢者保健福祉計画

・第８期介護保険事業計画

加東市高齢者保健福祉計画

・第９期介護保険事業計画

団塊の世代が75歳に団塊の世代が65歳に
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第２章 高齢者をとりまく現状 

１ 人口動態等の現状 

（１）人口推移 

 総人口は40,000 人前後と一定して推移していますが、高齢化率は年々増加しています。 

 平成 28年には高齢化率が25％を超え、4人に1人が高齢者という状況となっていま

す。 

【人口推移】 

資料：住民基本台帳（各年9月末時点） 

4,588 4,774 4,908 4,977 4,959 5,065 5,135

4,172 4,041 4,172 4,433 4,802 4,885 5,023

12,998 13,204 13,161 13,062 12,935 12,997 13,067
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24.52% 24.90% 25.24%
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40歳未満 40～64歳 前期高齢者（ 65～74歳） 後期高齢者（ 75歳以上） 高齢化率
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（２）被保険者数の推移 

 第 1号被保険者（65歳以上）は、前期高齢者、後期高齢者ともに年々増加しています。 

第 1号被保険者のうち後期高齢者が占める割合は、5割を超えて推移しており、全国や

兵庫県と比べても高い割合となっています。 

【第１号被保険者数の推移】 

資料：介護保険事業状況報告（各年9月月報） 

【第１号被保険者数のうち後期高齢者が占める割合の推移】 

資料：介護保険事業状況報告（各年9月月報） 

4,157 4,423 4,789 4,872 5,017

4,956 5,013 4,999 5,103 5,172

9,113 9,436 9,788 9,975 10,189
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（３）高齢者世帯の推移 

 介護保険制度が開始された平成12年からの15年間で、高齢夫婦世帯（夫、妻ともに

65歳以上）、一人暮らし高齢者世帯（65歳以上）は約2倍に増加しています。 

 一人暮らし高齢者世帯では、75歳以上の世帯が占める割合が年々増加しています。平

成12年は75歳以上の世帯数が65～74歳の世帯数をやや下回っていましたが、平成

17年以降逆転し、平成27年は65～74歳の世帯の約1.25倍まで増加しています。 

【高齢者世帯の推移】 

資料：国勢調査 

324 342 447 566
296 376
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２ 介護保険被保険者の状況 

（１）要介護・要支援認定率 

 要支援・要介護認定率は減少し続けています。要介護1を除き、それぞれの要支援・要

介護の認定率が全体的に減少傾向にあることが要因となっています。平成25年以降は、

全国や兵庫県の認定率を下回って推移しています。 

 市の要介護認定率が全国や兵庫県と比べて低いのは、要支援1・2の認定率が全国や兵

庫県を大きく下回っているためです。ただ、要介護1～3の認定率については、全国や兵

庫県と比べて高くなっています。 

【要支援・要介護認定率の推移】 

資料：介護保険事業状況報告（各年9月月報） 

【要支援・要介護度別の認定率の推移】 

資料：介護保険事業状況報告（各年9月月報） 
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【要介護（要支援）認定率の比較】 

資料：介護保険事業状況報告（平成28年 9月月報） 

（２）要支援・要介護認定者の推移 

 市の要支援・要介護認定者数は、要支援の認定者数が減少しているため全体の認定者数

は減少傾向にありますが、要介護の認定者数は増加しています。 

【要支援・要介護認定者の推移】 

資料：介護保険事業状況報告（各年9月月報） 
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（３）平成２８年度要介護度別認定原因疾患（上位５疾患） 

（４）第１号被保険者１人あたり給付月額の推移 

 市の第 1号被保険者1人あたり給付月額は、近年減少傾向となっています。認定者数の

減少や、平成27年 4月から介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」といい

ます）を開始したことで、介護予防給付費が減少していることなどが主な要因となってい

ます。 

 ただ、全国や県を上回る値で推移しています。 

【第１号被保険者１人あたり給付月額の推移】 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成29年 5月 29日取得） 

 １位  ２位  ３位  ４位  ５位  

割 合

(%) 

割 合

(%) 

割 合

(%) 

割 合

(%) 

割合

(%) 

要支援１ 整形外

科疾患 

36.8 骨折・脊

椎損傷 

18.8 脳卒中 11.3 循 環 器

疾患 

6.8 認知症 5.3 

要支援２ 整形外

科疾患 

34.3 脳卒中 15.4 骨折・脊

椎損傷 

11.9 循 環器

疾患 

9.8 難病 9.8 

要介護１ 認知症 32.6 整形外

科疾患 

15.5 骨折・脊

椎損傷 

12.4 循 環器

疾患 

10.0 脳卒中 9.2 

要介護２ 認知症 35.0 整形外

科疾患 

14.7 脳卒中 9.8 循 環 器

疾患 

9.8 骨折・脊

椎損傷 

9.4 

要介護３ 認知症 35.9 脳卒中 13.3 循環器

疾患 

10.5 骨折・脊

椎損傷 

9.4 がん 7.2 

要介護４ 認知症 33.1 脳卒中 18.1 骨折・脊

椎損傷 

13.8 がん 6.9 整 形 外

科疾患 

5.0 

要介護５ 認知症 33.1 脳卒中 16.9 循環器

疾患 

8.8 骨折・脊

椎損傷 

6.6 がん 6.6 

18,785 18,963
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22,825
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サービス提供分

まで）

H28（ H28/10月

サービス提供分

まで）

（ 円）

全国 兵庫県 加東市
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（５）第１号被保険者１人あたり給付月額 

 第１号被保険者１人あたり給付月額は、在宅サービス、施設および居住系サービスとも

に、全国や県を上回っています。 

 在宅サービスでは全国や県と比べて訪問系サービスの費用が低く、通所系のサービスの

費用が高くなっています。施設および居住系サービスでは介護老人福祉施設が、全国や県

を大きく上回っています。 

【第１号被保険者１人あたり給付月額】 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成29年 5月 29日取得） 

【第１号被保険者１人あたり給付月額（左：在宅サービス、右：施設および居住系サービス）】 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成29年 5月 29日取得） 

11,470 11,955 12,026

9,829 9,055 10,095

21,300 21,011
22,121

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

全国 兵庫県 加東市

（ 円）

第１ 号被保険者１ 人あたり給付月額（ 施設および居住系サービス）

第１ 号被保険者１ 人あたり給付月額（ 在宅サービス）

（ 時点） 平成28年(2016年)

2,805 3,398
1,652

5,498 5,196
6,994

2,168 2,319 2,017
998

1,043 1,364

11,470 11,955 12,026

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

全国 兵庫県 加東市

（ 円）

短期入所
その他の居宅サービス
通所系
訪問系

1,080 1,145 623
1,366 997 958

4,062 3,954 6,002

2,740 2,508
2,234

582
451

278
9,829

9,055
10,095

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

全国 兵庫県 加東市

（ 円）

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

特定施設
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（６）総給付費、受給者数 

 総給付費は、総合事業が開始された平成27年度から介護予防給付費が減少したことで、

近年、減少傾向となっています。 

 受給者数については、居宅サービスの受給者数は減少傾向にありますが、地域密着型サ

ービスと施設サービスの受給者数は増加傾向にあります。 

【総給付費、受給者数】 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

総給付費

（円） 
2,340,229,691 2,453,771,206 2,607,970,486 2,778,895,848 2,859,409,922 2,942,477,832 2,901,762,698 2,886,528,393 

資料：総給付費…加東市実績 

受給者数…介護保険事業状況報告（各年3月サービス分） 

986
1,033 1,064

1,121 1,101 1,072 1,058

78 96 89 69
115 143 140

284 300 316 317 328 346 340

0

500,000,000

1,000,000,000

1,500,000,000

2,000,000,000

2,500,000,000

3,000,000,000

3,500,000,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（ 円）（ ％）

総給付費 居宅サービス受給者数 地域密着型サービス受給者数 施設サービス受給者数
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３ 計画における推計値 

（１）人口 

  本計画期間中、総人口はおおむね一定なものの、高齢者人口は増加することが予測さ

れます。 

また、平成28年に25.2％であった高齢化率は、団塊の世代が後期高齢者となる平

成37年（2025年）には27.2％まで増加すると見込まれます。 

【総人口の推計】 

※各年9月30日時点：平成28年まで実績値、平成29年以降推計値 

【高齢者（65 歳以上）人口の推計】 

※各年9月30日時点：平成28年まで実績値、平成29年以降推計値 

9,080 9,410 9,761 9,950 10,158 10,298 10,441 10,533 10,629 10,863

25,386 24,945 24,495 24,502 24,576 24,492 24,365 24,279 24,138 23,668

5,713 5,708 5,560 5,501 5,504 5,458 5,455 5,442 5,452 5,341

40,179 40,063 39,816 39,953 40,238 40,248 40,261 40,254 40,219 39,872

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

（ 人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

9,080
9,410

9,761
9,950

10,158
10,298 10,441 10,533 10,629

10,863

8,500

9,500

10,500

11,500

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

（ 人）

65歳以上
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【前期高齢者（65～74 歳）、後期高齢者（75 歳以上）別人口の推計】 

※各年9月30日時点：平成28年まで実績値、平成29年以降推計値 

（２）要介護認定者数 

4,172
4,433

4,802 4,885 5,023 5,051 5,147 5,146 5,217

4,759

4,908 4,977 4,959 5,065 5,135 5,247 5,294 5,387 5,412

6,104

3,500

4,500

5,500

6,500

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

（ 人）

前期高齢者 後期高齢者

検討中 
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４ 日常生活圏域ニーズ調査結果からみえる現状 

（１）調査概要 

 ① 調査対象 

   ・65歳以上の要介護認定を受けていない方の中から無作為抽出 

   ・要支援・要介護認定者全員 

 ② 調査期間 

   ・平成 28年 11月 18日から平成28年 12月 5日 

 ③ 調査方法 

   ・郵送による配布・回収 

 ④ 配布数・回収数 

配布数 有効回答数 有効回答率 

一般高齢者・ 

要支援認定者 
2,000 通 1,587 通 79.4％ 

要介護認定者 974 通 673 通 69.1％ 

※一般高齢者・要支援認定者の有効回答数1,587通のうち、1,390通は一般高齢者、161

通は要支援認定者、一般高齢者か要支援認定者かわからない方が36通となっています。 
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（２）調査結果（一般高齢者・要支援認定者） 

 ① 普段の生活で介護・介助が必要か 

  介護・介助の必要はない人が多数

を占めていますが、何らかの介護を

必要としている人が約20％います。 

  なお、要支援認定者では約80％、

一般高齢者では約12％が何らかの

介護・介助を必要としています。 

② 介護・介助が必要になった主な原因 

  何らかの介護・介助が必要となった主な原因は、整形外科疾患が約43％と他の原因

を大きく上回っています。 

8.5
7.6

6.9
3.5

6.0
4.1

2.5
11.4

10.7
9.5

3.8
18.6

42.9
12.6

0.3
15.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気( 肺気腫･肺炎等) 

関節の病気（リウマチ等）

認知症( アルツハイマー病等) 

パーキンソン病

糖尿病

視覚・聴覚障害

外傷（転倒・骨折）

脊椎損傷

高齢による衰弱

整形外科疾患（膝・腰・骨そしょう症など）

その他

不明

無回答

（ N= 317）

介護・介助

の必要はな

い

76.7%

何らかの介

護・介助は

必要だが、

現在は受け

ていない

11.2%

現在、何ら

かの介護を

受けている

8.8%

無回答

3.3%

（ N= 1,587）
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③ 過去１年間に転んだ経験 

「何度もある」「１度ある」と回    

答した、転倒に対するリスクが高い

人が約35％と少なくない状況とな

っています。 

④ 外出頻度 

  「ほとんど外出しない」「週１回」

と回答した、閉じこもりのリスク

が高い人が約26％と、およそ４

人に１人いる状況となっています。 

⑤ 生きがいの有無 

生きがいがある人が多数を占めて

いますが、生きがいが思いつかない

という人が約21％います。 

何度もある

10.8%

１度ある

24.3%

ない

61.6%

無回答

3.3%

（ N= 1,587）

ほとんど

外出しない

7.6%

週１回

18.3%

週２～４回

39.6%

週５回以上

30.9%

無回答

3.7%

（ N= 1,587）

生きがい

あり

76.2%

思い

つかない

20.5%

無回答

3.3%

（ N= 1,587）
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 ⑥ 地域での活動への参加状況 

  地域での活動には、参加していなかったり、年に数回であったりする人が多くなって

います。 

⑦ 地域住民の有志による活動への参加意向 

  地域住民の有志による健康づくり活動や趣味などのグループ活動について、「参加者」

として参加意向のある人は約57％と過半数を占めています。「企画・運営側」として

参加意向のある人はその半分程度で約31％となっています。 

【参加者として参加したいか】      【企画・運営側として参加したいか】 

3.4

13.7

8.5

1.4

5.9

2.4

2.1

2.2

11.8

5.2

4.4

10.8

5.1

7.4

5.0

4.9

0.3

1.9

9.5

4.6

6.7

4.3

18.5

25.7

8.5

0.2

1.8

54.4

51.2

47.7

58.0

45.9

38.8

54.9

66.5

53.5

27.6

26.1

26.3

31.1

22.3

28.2

29.6

30.8

31.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

老人クラブの活動

町内会・自治会活動

サロン等の身近に集う場

シルバー人材センターの仕事

その他収入のある仕事

（ Ｎ = 1,587）
週１回以上 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

是非参加

したい

6.7%

参加しても

よい

50.1%

参加

したくない

34.5%

無回答

8.7%

（ N= 1,587）

是非参加

したい

1.6% 参加しても

よい

29.2%

参加

したくない

59.8%

無回答

9.4%

（ N= 1,587）
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⑧ 参加したいと思うボランティア活動 

  「地域のふれあいサロン等の手伝いをする」や「施設入所者と交流したり、施設の手

伝いをする」といったボランティア活動への参加意向がやや多くなっています。 

⑨ 通いの場への認知状況、利用状況 

  加東市が実施している介護予防・生活支援サービスでのうち「かとうまちかど体操教

室」を利用している人は約14％、「物忘れ予防カフェ」を利用している人は約3％と

なっています。 

  どちらのサービスについても、知らないという人が多くなっています。 

【かとうまちかど体操教室】          【物忘れ予防カフェ】 

10.8

18.5

6.2

8.0

7.9

3.0

4.0

39.3

23.6

0% 20% 40% 60%

施設入所者と交流したり、施設の手伝いをする

地域のふれあいサロン等の手伝いをする

行事等の企画や運営をする

高齢者の話し相手や掃除などの日常生活の支援

（生活支援サポーターなど）

地域の体操教室などでボランティア

（介護予防サポーターなど）

認知症のご本人と家族を支援し、見守るボランティア

（認知症サポーターなど）

その他

参加したいとは思わない

無回答

（ N= 1,587）

知らない

23.3%

利用

している

13.9%

利用したい

5.1%
利用しない

29.0%

わからない

8.5%

無回答

20.2%

（ N= 1,587）

知らない

33.5%

利用

している

2.9%

利用したい

4.1%
利用しない

26.4%

わからない

9.6%

無回答

23.6%

（ N= 1,587）
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⑩ 権利擁護事業の認知状況、利用状況 

権利擁護事業を利用しているまた

は利用したい人は約5％と少なくな

っています。事業を知らない人が約

42％と多くなっています。 

⑪ 今後希望する住まい 

今後の住まいについては、現在の住居での暮らしを希望する人が約77％と多数を占

めています。 

現在の住居で暮らし

続けたい

77.2%

子どもや親せきなど

の家に移って

暮らしたい

1.3%

特別養護老人ホーム

3.7%

介護サービス付

高齢者賃貸住宅等

2.8%

その他

2.5%

無回答

12.5%

（ N= 1,587）

知らない

41.8%

利用

している

0.6%
利用したい

4.1%

利用しない

23.1%

わからない

10.2%

無回答

20.2%

（ N= 1,587）
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⑫ これからの加東市において、特に重要になると思う施策 

交通機関の充実や、食を支えるサービス、通いの場づくりといった施策を特に重要と

考える人が多くなっています。 

34.1

10.8

23.2

26.7

37.9

14.6

28.7

26.7

13.6

24.2

38.8

9.6

12.1

10.4

19.9

7.6

0.9

13.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者が参加する健康づくりや趣味等のグループ活動を身近な地域で行う通いの場づくり

高齢者自身のボランティア活動参加促進による相互に支えるしくみづくり

自治会や事業所などとの連携による高齢者を地域で見守り、支えるネットワークづくり

高齢者のいきがいと活躍の場づくり（高齢者の雇用や社会参加の促進）

買い物支援、宅配、給食・配食サービスなど食を支えるサービス

訪問理美容（理・美容店に行くことが困難な方に、理・美容師が出張して行うサービス）

介護サービス（訪問介護、通所介護、短期入所など）の質の向上

介護サービス事業所（入所施設も含む）などの量的充実

地域における高齢者の総合相談機能（地域包括支援センター）の充実

地域医療、リハビリテーション、看護の充実

移送サービスや公共交通などの交通機関の充実

介護保険施設ではない高齢者向け住宅などの住宅施策

生活困窮予防などの対策

自主防災組織等との連携など災害時の援護体制の整備

認知症を有する人の暮らしを守るための施策

高齢者の虐待や消費者被害の防止

その他

無回答 （ N= 1,587）
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（３）調査結果（要介護認定者） 

① 認定を受ける原因となった主な病気 

  認知症、脳卒中が認定を受ける主な原因として多くなっています。 

② 権利擁護事業の認知状況、利用状況 

権利擁護事業を利用しているまた 

は利用したい人は約3％と少なくな

っています。事業を知らない人が約

40％と多くなっています。 

14.1

3.7

1.3

1.9

3.0

19.6

1.6

1.5

1.0

6.2

1.5

8.8

10.1

4.8

1.3

19.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気( 肺気腫･肺炎等

関節の病気（リウマチ等）

認知症( アルツハイマー病等

パーキンソン病

糖尿病

視覚・聴覚障害

外傷（転倒・骨折）

脊椎損傷

高齢による衰弱

整形外科疾患（膝・腰・骨そしょう症など）

その他

不明

無回答

（ N= 673）

知らない

39.7%

利用

している

1.3%

利用したい

2.1%

利用しない

25.3%

わからない

10.8%

無回答

20.8%

（ N= 673）
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③ 介護のために離職をした家族の有無 

 介護のために主な介護者が仕事を辞めた割合が14％と少なくありません。 

④ 仕事と介護の両立に効果があると思う勤め先からの支援 

  フルタイム・パートタイムで働きながら介護をしている人のうち、仕事と介護の両立

に向けて効果があると思う勤め先からの支援については、介護休業・介護休暇等の制度

の充実や、両立に向けた制度を利用しやすい職場づくりを挙げる人が多くなっています。 

14.0

2.2

3.6

0.7

47.3

6.7

26.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

（ N= 673）

20.1

32.4

32.0

11.9

9.8

20.9

1.2

15.6

5.3

5.7

0% 10% 20% 30% 40%

自営業のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護している従業員への経済的な支援

その他

特にない

わからない

無回答 （ N= 244）
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⑤ 今後も働きながら介護を続けていけそうか 

  フルタイム・パートタイムで働きながら介護をしている人のうち、仕事を続けていく

のは難しいと回答した人が約20％と少なくありません。また、何とか続けていけても

問題があるという人が約59％に上っています。 

⑥ 介護について相談している相手 

  介護についての相談相手は、家族・親族を除くとケアマネジャーが圧倒的に多くなっ

ています。 

問題なく、

続けていける

9.8%

問題はあるが、何

とか続けていける

58.6%

続けていくのは、

やや難しい

10.7%

続けていくのは、

かなり難しい

9.0%

わからない

7.8%

無回答

4.1%

（ N= 244）

52.5

14.9

3.4

7.9

66.7

9.7

0.1

18.0

23.0

2.4

2.1

2.2

0.9

4.2

1.2

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

友人・知人

近所の人、ボランティアの人等

介護が必要な本人

ケアマネジャー

地域包括支援センター・市役所

保健所

介護サービス事業者

医師

病院の医療ソーシャルワーカー

民生委員

勤務先

その他

誰にも相談していない

わからない

無回答
（ N= 673）
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５ 在宅介護実態調査結果からみえる現状 

（１）調査概要 

 ① 調査対象 

   ・在宅で生活している要支援・要介護認定者のうち「認定の更新申請・区分変更申

請」をしている人 

 ② 調査期間 

   ・平成 2９年１月４日から平成２９年６月３０日 

 ③ 調査方法 

   ・認定調査員による聞き取り調査 

 ④ 回答数 

   ・３５０件 
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（２）調査結果 

① 在宅生活を継続するにあたっての課題 

【要介護度別・介護者が不安に感じる介護】 

12.2%

8.1%

5.4%

18.9%

0.0%

1.4%

14.9%

20.3%

12.2%

18.9%

1.4%

20.3%

20.3%

8.1%

6.8%

9.5%

12.2%

26.3%

34.3%

9.7%

21.1%

7.4%

12.0%

17.1%

28.6%

15.4%

38.9%

2.3%

22.9%

21.7%

14.3%

6.9%

3.4%

2.9%

43.8%

37.1%

15.7%

16.9%

16.9%

23.6%

33.7%

24.7%

18.0%

25.8%

9.0%

22.5%

16.9%

13.5%

7.9%

10.1%

1.1%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=74) 要介護１・２(n=175) 要介護３以上(n=89)
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【要介護度別・サービス利用の組み合わせ】 

【サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上）】 

50.0%

10.0%

36.3%

0.0%

2.5%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

22.6%

8.5%

48.0%

0.0%

11.3%

0.0%

5.6%

0.6%

3.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.2%

15.7%

25.8%

2.2%

23.6%

0.0%

7.9%

3.4%

10.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

未利用

訪問系のみ

通所系のみ

短期系のみ

訪問＋通所

訪問＋短期

通所＋短期

訪問＋通所＋短期

小規模多機能

看護多機能

定期巡回のみ

定期巡回＋通所

定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期

要支援１・２(n=80) 要介護１・２(n=177) 要介護３以上(n=89)

78.6%

57.6%

53.1%

14.3%

24.2%

28.1%

7.1%

18.2%

15.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系のみ(n=14)

訪問系を含む組み合わせ(n=33)

通所系・短期系のみ(n=32)

検討していない 検討中 申請済み
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② 介護離職防止にあたっての課題 

【要介護度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）】 

【認知症自立度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）】 
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【就労継続見込み別・介護者が不安に感じる介護（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）】 

22.4%

18.4%

6.1%

16.3%

0.0%

10.2%

16.3%

30.6%

8.2%

22.4%

4.1%

20.4%

20.4%

6.1%

4.1%

16.3%

8.2%

34.2%

34.2%

10.1%

20.3%

3.8%

13.9%

17.7%

22.8%

15.2%

48.1%

6.3%

25.3%

21.5%

13.9%

5.1%

3.8%

1.3%

46.7%

40.0%

13.3%

33.3%

20.0%

13.3%

33.3%

26.7%

40.0%

26.7%

6.7%

46.7%

33.3%

13.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

問題なく、続けていける(n=49)

問題はあるが、何とか続けていける(n=79)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=15)
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【就労継続見込み別・介護のための働き方の調整（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）】 

③ 世帯類型の変化に応じた支援・サービス 

【要介護度別・サービス利用の組み合わせ（単身世帯）】 

48.9%

23.4%

14.9%

2.1%

10.6%

0.0%

23.1%

47.4%

29.5%

1.3%

9.0%

0.0%

7.1%

64.3%

28.6%

0.0%

28.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免

除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」し

ながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」

を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、

働いている

介護のために、2～4以外の調整をしながら、
働いている

わからない

問題なく、続けていける(n=47)

問題はあるが、何とか続けていける(n=78)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=14)

42.1%

12.5%

0.0%

26.3%

6.3%

20.0%

5.3%

40.6%

80.0%

26.3%

40.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=19)

要介護１・２(n=32)

要介護３以上(n=10)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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【要介護度別・サービス利用の組み合わせ（夫婦のみ世帯）】 

【要介護度別・サービス利用の組み合わせ（その他世帯）】 
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６ 団体ヒアリングからみえる現状 

（１）調査概要 

 ① 調査対象団体等 

対象団体 

社圏域 老人クラブ社支部理事 

東条圏域 老人クラブ東条支部役員 

滝野圏域 
生活支援体制協議体（区長・老人クラブ・民生児童員・介護事業所・いずみ会・

ＪＡ女性会・商工会女性部・学校関係等） 

市全域 
地域ケア推進会議（ケアマネジャー・訪問看護ステーション・薬剤師・生活支援

コーディネーター・社会福祉協議会・行政等） 

② 実施方法 

  ・グループインタビュー形式（社圏域、東条圏域） 

  ・生活支援体制協議体から情報収集（滝野圏域） 

  ・地域ケア推進会議から情報収集（市全域） 

③ ヒアリング日程 

  ・平成 29年 5月 8日（東条圏域） 

  ・平成29年 5月 30日（社圏域） 
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（２）調査結果 

テーマ 現状・課題 意見 

老人クラブ活動の活

性化について 

〇60歳代の若い年齢層は、老人クラブという

ネーミングへの抵抗感や社会貢献よりも、

個人活動の優先・加入のメリットが感じら

れない等の理由で入会しない。 

〇補助金申請事務や活動の負担により、とく

に役員のなり手が少ない。 

〇外出、交流、お世話、生きがい

づくり、健康寿命の延伸といっ

た、活動の本来の目的や趣旨

の共通理解が大切である。 

〇独居高齢者の生活支援活動

の仕組みづくりができないだろ

うか。 

〇ボランティアポイント制度を検

討してはどうか。 

交流の場づくりについ

て 

〇老人クラブやサロンに参加しない人が多

く、近隣の交流がないため、どんな人が住

んでいるのかわからない。 

○活動を知らない人がいる。 

○男性の参加者が少ない。 

〇身近に集まれる場所がない。 

○老人会やサロンなどの地域活動とデイサ

ービスの中間サービスがない。 

〇地区の祭りや盆踊りなど、区長が実行委

員を務めるイベントでは、多世代の参加が

ある。 

〇まちかど体操の終了後にお茶の時間を持

っている。 

〇ふれあいサロンでは 200 円の参加費で月

1回季節の行事等を実施。内容も工夫して

いる。 

〇無料で飲食できる企画では、大勢の人が

集まっている。 

〇就農に関する行事では 1軒に 1 人強制参

加のため、参加率がよい。 

〇楽しい企画で集まりやすい雰

囲気づくりが大切である。 

○男性には社会的役割が必要。 

〇地区公民館まで歩いて行ける

ようにすることが、小地域の活

性化になる。 

〇無料または実費程度で飲食で

きる企画を盛り込んではどう

か。 

○サロンや物忘れ予防カフェ等

の内容を特徴化することで、ニ

ーズや集客につながるのでは

ないか。 

〇強制参加にしてはどうか。 

生活支援について 〇歩いて行ける範囲に店が少なく、移動手

段がないため買い物が不便。 

〇配食サービスが少ない。 

〇独居や日中独居の人が多く、食事や掃除

等の生活支援が必要である。 

○自分でゴミ出しができない、ルールが守れ

ない人がいる。 

○宅配等はコンビニを活用でき

ないか。 

○移動販売で対応できないか。 

○見守り、付添があれば外出で

きる人はガイドヘルパーのよう

なサービスがあれば外出でき

る。 

○ゴミ出しサポーターのようなボ

ランティアが必要。 
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７ 前期計画の評価と課題 

（１）基本目標 高齢者ができることへの支援 

市では、平成27年 4月から、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」と

いいます）を開始し、その中で、高齢者の社会参加や生きがいづくりにつながる地域に根

ざした住民主体の取組みをさらに推進してきました。かとうまちかど体操教室をはじめと

した通所型サービス等の地域展開が進むとともに、地域の介護予防・生活支援を担う人材

養成も進んでいます。今後は、これらの活動の普及拡大に加えて、活動を継続していくた

めの人材の確保・育成が必要です。 

（２）基本目標 高齢者を地域で支える仕組みづくり 

災害時要援護者台帳の整備や高齢者の見守り活動等により、民生児童委員や区長との連

携強化を実施してきたことで、高齢者を地域で支える仕組みが充実してきました。 

一方、生活支援の基盤整備として、地域課題が抽出されているものの、課題解決に向け

た具体的な取組みは進んでいません。生活支援コーディネーターの活動により、協議体を

活用した社会資源の発掘やネットワークづくりが課題です。 

（３）基本目標 認知症支援体制の整備 

 認知症ケアパスは平成27年度に作成することができました。市民に認知症に関する情

報をよりわかりやすく提供するために、ケアパスの内容を盛り込んだ「認知症資源マップ」

を作成するとともに、毎年、情報更新を行って、最新の情報が提供できるよう努めていま

す。 

 認知症の早期発見や支援に向けては、まちぐるみ総合健診で希望者に対して物忘れ相談

プログラムによるスクリーニングを実施し、訪問および相談を行っています。また、平成

28年度に設置した認知症初期集中支援チームによって、認知症関係機関との連携による

早期発見・早期介入ができるようになりました。 

 「ひとり外出見守り・徘徊ＳＯＳネットワーク」については、見守り体制整備と行方不

明時の対応を分かりやすく伝えるために、マニュアルの改訂を行うことで改善を図りまし

た。また見守り支援者の増加に向けた取組みやＧＰＳ購入の助成事業を開始しました。 

（４）基本目標 介護サービスの充実強化と医療との連携強化 

 新たな施設整備については、計画通り、定期巡回・随時対応型訪問介護看護が平成28

年度から設置され、平成29年度から事業が開始されました。 

 総合事業を平成27年 4月から開始していることで、介護予防訪問介護・介護予防通所

介護の地域支援事業への移行はほぼ完了しました。 
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 介護保険サービスの情報提供については、窓口にすべての介護サービス事業所のパンフ

レットを設置したり、介護保険制度についての冊子を作成し毎年情報を更新したりするな

ど、新しい情報を提供できるよう努めています。 

 医療と介護の連携については、「地域ケア・かかりつけ医連絡会」や「在宅医療・介護

連携推進協議会」等を開催し、顔の見える関係づくりとともに、在宅医療と介護の推進に

向けた事業に取り組んでいます。 

（５）基本目標 介護保険制度運営の適正化 

 介護給付費適正化システムの導入で国保連合会のデータを活用した詳細な点検ができる

ようになり、介護報酬請求の適正化を進めることができています。加えて、要介護認定調

査票の点検、居宅介護支援事業所のケアプランの点検、福祉用具・住宅改修の必要性の点

検等、介護給付費通知の送付を実施するなど、介護給付適正化に重点的に取り組みました。

その結果、第1号被保険者の1人あたりの保険給付月額は減少の傾向が見られます。 

 サービス評価については、自己評価に加えて外部評価が実施されていますが、評価内容

のチェックや評価内容を市民に周知することができていません。評価の目的であるサービ

ス向上につなげるために、評価の活用方法を検討する必要があります。 
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８ 本計画の課題と着目点 

【市を取り巻く課題・状況】 

国・県の動向 

〇保険者が介護予防・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化 

〇自己評価の義務付けなどによる地域包括支援センターの機能強化 

〇認知症施策の推進 

〇地域共生社会の実現に向けた取組みの推進 

〇医療と介護の連携の推進 

〇介護を行う家族への支援や虐待防止対策の推進 

〇介護離職ゼロに向けたサービス基盤の整備、介護人材の確保 

〇介護給付の適正化 

統計データ 

〇高齢化率の増加 

〇高齢者世帯の増加 

〇要介護認定者の増加 

〇国・県より高い第１号被保険者１人あたり給付月額 

〇通所系サービスの第１号被保険者１人あたり給付月額

が高く、訪問系サービスが低い 

アンケート・ 

ヒアリング 

などの調査 

〇整形外科疾患や認知症、脳卒中が、 

介護が必要となる主な要因 

〇閉じこもりのリスクの高い人が少なくない 

〇生きがいが思いつかない人が少なくない 

〇地域の交流の場に参加しない人が多い 

〇老人クラブの加入者の伸び悩み 

〇通いの場の認知度が高くない 

〇権利擁護事業の認知度が低い 

〇今後自宅で暮らすことを希望する人が

多い 

〇移動や食事の支援を求める声 

〇介護のために仕事をやめた人が約 14％ 

〇介護者が不安に感じる介護は排泄の介

護や認知症状への対応が比較的多い。 

前期計画の 

評価 

〇地域展開がすすむ、かとうまちかど体操教室などの担い手の育成 

〇地域課題の解決や地域資源の開発などに向けた取組みの推進 

〇介護保険サービスの質の向上に向けた取組み 

【本計画で取り組むべきこと】 

〇高齢者のさらなる増加が見込まれるなか、一人でも多くの高齢者が要介護状態にならず、また要介護

状態になっても悪化させずに、元気に暮らせるように支援する 

〇一人ひとりが地域の構成員として役割をもち、支い合える地域をつくる 

〇自宅や地域で安心して暮らせるための仕組みをさらに整備する 

〇介護をする家族に対して、ソフト・ハード面の両面から支援を行う 

〇介護保険制度の持続可能性を確保する 



36 

第３章 基本理念と計画の体系 

１ 基本理念 

 前期計画は、団塊の世代が後期高齢者となる2025年問題を見据えて、地域包括ケアシ

ステムを段階的に構築するための「地域包括ケア計画」のスタートとなる計画でした。本

計画では、地域包括ケアシステムを構築する次のステップとして、前期計画での施策をさ

らに充実・展開し、地域包括ケアシステムを深化・推進していくことが求められます。 

 地域包括ケアシステムは、市民や事業者、関係機関などとの連携のもと、地域一体とな

って暮らしやすい地域をつくっていくものであり、長期的な視点と共通のビジョンが欠か

せません。そして、他人事になりがちな地域づくりは、地域のみんなが自分のこととして

とらえて関わっていく「地域共生社会」の視点が重要となります。 

 そのため、本計画の基本理念は、前期計画の基本理念である「地域で支え合い 笑顔か

がやく 元気な加東」を継承することとします。 

地域で支え合い 

笑顔かがやく 元気な加東 

基本理念 
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２ 政策目標と基本目標 

 基本理念と地域包括ケアシステムの実現に向け、前期計画を継承した政策目標を掲げま

す。 

 また、市を取り巻く課題・状況から、本計画で取り組むべきことを実行していくために、

次の３つの基本目標を設定します。 

政策目標 生きがいをもって安心して住み続けられる地域づくり 

基本目標１ 
元気な高齢者を増やすために 

（介護予防と高齢者の生きがいづくりの推進） 

高齢者の社会参加の促進や生きがいづくりを推進します。

また、地域活動を担う人材の育成や活躍の場を充実します。 

基本目標２ 
高齢者を地域で支える仕組みづくり 

（地域包括ケアシステムの深化・推進） 

介護を必要とする人や介護をする人が安心して暮らせるよ

うに、相談支援の充実や、地域の課題解決に向けた取組、

生活環境の整備や緊急時の支援体制の充実を推進します。 

基本目標３ 
介護サービスの充実強化 

（介護保険制度の健全かつ円滑な運営） 

介護を必要とする人へのサービス提供基盤を充実するとと

もに、介護保険制度の持続可能性の確保に向けて介護保険

サービスの質の向上や適正利用を促進します。 
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３ 計画の体系 

基本目標１ 元気な高齢者を増やすために 

（介護予防と高齢者の生きがいづくりの推進） 

施策の方向性 具体的施策・事業 

１ 高齢者の社会参加と生きがい

づくりの推進 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

（２）高齢者の相互支援などの活動運営支援の充実 

２ 高齢者を支える人材と活躍の

場の充実 

（１）地域の介護予防・生活支援を担う人材育成 

（２）就業・事業の立ち上げ・ボランティア活動の促進 

基本目標２ 高齢者を地域で支える仕組みづくり（地域包括ケアシステムの推進） 

施策の方向性 具体的施策・事業 

１ 包括的な地域ケア体制の充実 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

（２）相談体制の充実 

（３）地域ケア会議の充実 

２ 家族介護者に対する支援 （１）家族介護が継続できるための施策の推進 

３ 認知症高齢者への支援の充実 

（１）認知症ケアパスと相談支援体制の推進 

（２）認知症の早期発見・早期支援の取組み 

（物忘れ相談プログラム・認知症初期集中支援チーム等） 

（３）地域における支援体制の強化 

（認知症サポーター養成講座・家族への支援など） 

（４）若年性認知症の人とその家族の支援 

４ 多様な生活支援の充実 
（１）生活支援体制の整備促進 

（２）多様なサービスの充実 

５ 在宅医療・介護連携の推進 （１）医療と介護の連携強化 

６ 権利擁護の取り組みの充実 
（１）高齢者虐待ネットワーク 

（２）成年後見に関する専門相談機関の設置検討 

７ 居住・生活環境の整備・充実 

（１）高齢者にやさしい居住環境づくりの推進 

（人生 80年いきいき住宅助成事業） 

（２）安心できる居住の場の確保 

８ 災害時・緊急時の支援体制の 

充実 

（１）市民の防災意識の向上のための取組み 

（避難行動要支援者支援制度） 

（２）安否確認・避難誘導体制の確立 

（３）社会福祉施設等との防災協定に基づく避難所の確保 
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基本目標３ 介護サービスの充実強化（介護保険制度の健全かつ円滑な運営） 

施策の方向性 具体的施策・事業 

１ 介護サービス基盤の充実 

（１）サービス提供基盤の充実 

（２）居宅サービスの提供基盤の充実 

（３）施設サービスの提供基盤の充実 

２ 介護保険サービスの質の向上

と適正利用の促進 

（１）介護支援専門員の資質・専門性の向上に対する支援 

（２）介護人材の確保に向けた取組み 

（３）サービス評価事業への取組み 

（４）事業所監査指導 

（５）介護給付適正化事業 

３ 利用者が適切にサービスを選

択できることへの支援 
（１）介護サービスの積極的な情報提供 
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４ 日常生活圏域の設定 

 高齢者が住み慣れた地域で、適切なサービスを受けながら生活できるように、地理的条

件、人口、住民の生活形態及び地域づくり活動の単位などを考慮し、前期計画と同様に中

学校区の3圏域を日常生活圏域として設定します。 

 本計画における取組みの実施にあたっては、市全域で進めるとともに、日常生活圏域単

位で、サービス提供基盤の整備や福祉・保健サービスなどについて検討を行います。 

 日常生活圏域別の高齢化率は、社圏域で26.0％、滝野圏域で21.8％、東条圏域で30.

３％と、圏域で大きく異なっています。東条圏域は高齢化率が高いとともに、75歳以上

の後期高齢者が人口に占める割合も高くなっています。 

【日常生活圏域の概要】 

圏域名 圏域の概要 

社圏域 

 市の中央に位置し、人口が最も多い圏域です。官公施設が集積しており、工業団地等も

あります。市街化調整区域には農地や農業集落が広がっており、北部には別荘地がありま

す。 

滝野圏域 

 市の西部に位置し、面積が最も小さい圏域です。ＪＲ加古川線が南北に走っています。全

域に都市計画区域が指定されており、工業団地もあります。市街化調整区域では、北部は

山林が占め、南部は農地が広がっています。 

東条圏域 
 市の東部に位置し、農地と丘陵地により形成されています。工業団地があり、その周辺に

は市街地があります。東条湖周辺には観光地、ゴルフ場、別荘地があります。 

【日常生活圏域 地図】 
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【日常生活圏域別の人口、高齢化率、要支援・要介護認定率】 

市全体 社圏域 滝野圏域 東条圏域 

総人口 40,346 人 20,370 人 12,444 人 7,532 人 

65 歳以上人口 10,289 人 5,288 人 2,718 人 2,283 人 

高齢化率 25.5％ 26.0％ 21.8％ 30.3％ 

75 歳以上人口 5,241 人 2,608 人 1,390 人 1,243 人 

75 歳以上の割合 13.0％ 12.8％ 11.2％ 16.5％ 

要支援・要介護認定者 1,692 人 799 人 483 人 410 人 

要支援・要介護認定率 16.4％ 15.1％ 17.8％ 18.0％ 

資料：人口…住民基本台帳（平成 29 年 7月末時点） 

要支援・要介護認定率…平成 29 年 7 月末時点 

【日常生活圏域別の介護サービス事業所数】 

サービス事業所 市全体 社圏域 滝野圏域 東条圏域 

居宅介護 

サービス 

訪問介護 6 3 2 1 

訪問入浴 1 0 1 0 

訪問看護 2 2 0 0 

訪問リハビリテーション 1 0 1 0 

通所介護 7 2 3 2 

通所リハビリテーション 2 1 1 0 

短期入所生活介護 4 1 1 2 

短期入所療養介護 2 1 1 0 

福祉用具貸与 2 1 1 0 

福祉用具販売 2 1 1 0 

特定施設入居者生活介護 1 0 1 0 

地域密着型

サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護 1 1 0 0 

認知症対応型通所介護 1 1 0 0 

小規模多機能型居宅介護 3 1 1 1 

認知症対応型共同生活介護 3 1 1 1 

地域密着型老人福祉施設入所者生活介護 1 0 1 0 

居宅介護支援 12 7 3 2 

施設 

サービス 

介護老人福祉施設 3 1 1 1 

介護老人保健施設 2 1 1 0 

介護療養型医療施設 0 0 0 0 

平成29年８月31日現在 
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